
「経済的理由により修学が困難な者」の判断基準 

高等学校等進学奨励費補助事業 

専修学校等進学奨励費補助事業 
 

１ 「経済的理由により修学が困難な者」の判断 

  「経済的理由により修学が困難な者」とは、本人の属する世帯の認定総所得金額が、「別表第１ 収入基

準額表」で定める収入基準額を超えない者とする。 

  さらに、認定総所得金額が収入基準額を越える場合であっても、申請時から６か月以内に、定年、結婚等

により生計支持者が退職し、翌年における認定総所得金額が収入基準額を超えなくなることが明らかな場合

は、「経済的理由により修学が困難な者」とすることができる。 

  なお、世帯人員、総所得金額等の認定及び収入基準額の適用等については、次によるものとする。 

 

２ 世帯人員の認定 

  世帯人員の認定（申請時の状態で行うものとする。）は次による。 

 ア 同居・別居を問わず、本人と生計を一にする家族は同一世帯とする。 

  イ 同一の住居に居住している家族は、原則として同一世帯員とする。 

  ウ 次の場合は、同一の住居に居住していなくても、同一世帯員とする。 

  (ｱ) 主たる家計支持者が出稼ぎ又は勤務地の関係で別居しているとき。 

    (ｲ) 就学又は病気療養等のため一時別居しているとき。 

    (ｳ) 主として扶養している別居の祖父母。 

    (ｴ) その他上記のいずれかと同様の状況にあるとき。 

  エ 別居独立している兄弟姉妹及び生計を一にしない別居の祖父母が記入されている場合は、同一世帯とし

ない。 

オ 本人が特別の事情にある人又は都道府県知事から委託されている人に養育されている人である場合は、

同一住居に居住していても、その世帯に属さないものとみなすことができる。ここでいう特別の事情にあ

る人とは、２親等以内の親族のうち、父母及び祖父母がなく、本人以外は 20 歳未満の兄弟姉妹だけの世帯

構成のものをいう。 

ただし、20 歳以上の兄弟姉妹でも就学者及び長期療養、心身障害等のため経済力のない者は、20 歳未満

として扱う。 

  カ  事情により家庭（両親又は家族）と絶縁状態及びそれに準ずるような場合は、本人を単独生計者として

取り扱うことができる。 

     

３ 総所得金額、特別控除額及び認定総所得額 

 ア 総所得金額 

   本人の属する世帯の金銭・物品などの１年間の総収入金額から必要経費を控除した金額をいう。その算

出方法は、本人の属する世帯の所得について、所得の種類別に、次の４及び５により算出した金額を合計

するものとする。 

 イ 特別控除額 

   上記アの総所得金額から控除することを認められる金額をいう。その算出は、「別表第２ 特別控除額表」

によるが、適用については、「６ 特別控除額算定上の注意」を参照する。 

 ウ 認定総所得金額 

   上記のアの総所得金額からイの特別控除額を控除した残りの金額を所得金額とみなすことができる。こ

れを認定総所得金額という。 

 

４ 所得（収入）の種類別による所得金額の算定 

  ア 給与所得（収入） 



俸給・給料・賃金・役員報酬・歳費・賞与及び青色申告の専従者給与（白色申告の専従者控除分も含む。）

並びにこれらの性質を有する給与等（年金（恩給・老齢年金・遺族年金等を含む）及び扶助費・傷病手当

金等を含む。）の収入金額から「別表第３ 給与所得の場合における控除額」に掲げる算式により算出し

た控除額を控除した金額を所得金額とする。 

      なお、収入金額を基にして次の計算式によって直接所得金額を求めることができる。 

 

 給与所得の計算式 

   ① 収入金額が 268 万円未満の場合は、所得金額を 0 円とする。 

   ② 収入金額が 268 万円以上 400 万円以下の場合 

        収入金額 × 0.8 － 214 万円 ＝ 所得金額 

   ③ 収入金額が 400 万円を超え 781 万円以下の場合 

       収入金額 × 0.7 － 174 万円 ＝ 所得金額 

   ④ 収入金額が 781 万円を超える場合 

             収入金額 － 408 万円 ＝ 所得金額 

 (注) (1) 所得金額は、１万円未満を切り捨てて適用する。 

   (2) 給与所得者が２人以上いる場合、この計算は各人別に行う。 

   (3) 同一人で２以上の収入源があり、いずれも給与所得の場合は、収入金額を合算したあと、 

    １万円未満を切り捨てて所得金額を算出する。 

   (4) 同一人で２以上の収入源があり、給与所得と給与所得以外の所得の場合は、給与所得につ 

    いては上記計算式により所得金額を算出する。 

 

  イ 事業（商業、工業、林業、水産業）所得（収入） 

   売上（収入）金額から必要経費として売上原価と必要経費とを差引いたものを所得金額とする。 

   なお、売上原価には仕入れ分のうち、在庫として残っている分（たな卸資産）は含まない。また、営業

経費とは、給与賃金・専従者給与・減価償却費・業務にかかる租税公課等、収入を得るための必要経費を

いう。 

  ウ 農業所得（収入） 

      農作物の収入金額（粗収入）のほか、養蚕・牛・馬・豚・鶏等農作物以外の収入及び副業収入がある場

合には、その収入金額をすべて前記の収入金額（粗収入）に加算して収入金額の合計（総粗収入）を算出

し、これから必要経費（専従者給与を含む。）として、肥料、種苗、蚕種、家畜、家きんの飼料、動力機

の燃料等（収入を得るために実際に消費した分）の購入費を差引いたものを所得金額とする。この所得金

額には自家消費分も含めるものとする。 

  エ その他の所得 

   給与、商業、工業、林業、水産業、農業以外の職業（開業医・弁護士・著述業・公認会計士・外交員・

税理士等）によって収入を得ている場合及び利子、配当、家賃、賃間代、地代、内職収入、生活保護法に

よる扶助費、失業給付金等の収入の場合で、それぞれの収入を得るための必要経費（専従者給与を含む。）

を要したときは、収入金額からその必要経費を差引いたものを所得金額とし、必要経費のないものは収入

金額を所得金額とする。 

 

５ 所得金額算定上の注意 

  ア 所得金額は、申請時の前年１年間（１月～12 月）の収入金額を基礎として算定する。 

算定に当たっては、市区町村の発行する所得の証明書によることを原則とし、必要に応じて、源泉徴収

票、税務署の受付印のある確定申告書（控）等による確認を行う。 

イ 令和７年の中途又は令和８年に就職、転職（開業、転業、勤務先変更等も含む。）したこと等により収

入源に変動があった者については、次により算定する。 

(ｱ) 給与所得者の場合、勤務先の発行する年収見込証明書を提出させる。提出が困難な場合は、勤務先の

発行する給与明細書の直近連続３ヶ月間分をもって平均月収を算出し、その 15 倍を申込年の収入金額と



推定する。なお、給与明細書によって年収を推計する場合においては、給与明細書に記載されている諸

手当のうち、所得税が課せられない通勤手当、赴任手当等は、月収から控除するものとする。 

(ｲ) 給与所得者以外の場合、申込書に申込時の家庭事情、家計の状況、年収見込等を記入させ、さらに本

人に直接事情を確認して、申込年の収入金額を推算する。 

(ｳ) 上記の(ｱ)、(ｲ)により推算した収入金額を令和７年分の収入金額とみなし、必要経費（給与所得の場

合は「別表第３」に掲げる算式により算出した控除額）と特別控除額を差し引いた残額を認定所得金額

とする。 

ウ 申請時現在失業している場合は、令和７年に収入があっても、失業前の職業による収入は総所得金額に

算入しない。ただし、失業給付金受給中（受給予定を含む。）の場合は、受給額（見込額を含む。）を総

所得金額に算入する。 

   なお、失業前の月収、失業の年月、現在の生活費の出所及び月額、健康状態、就職の見通し等を考慮し

て可否の判断をする。 

エ 令和７年に生産手段（田・畑・店舗等）に被害を受けたため、収入が減少している場合は、被害を受け

なかったものと仮定して、所得金額を算出する（６ 特別控除額算定上の注意参照）。 

  オ 住宅建設、その他借財による返済金は必要経費としての控除を認めない。 

  カ 商業・工業・林業・水産業、農業、その他の事業所得の場合、専従者給与（専従者控除分も含む。）は、

必要経費に加算して所得金額を算出するものとする。 

      なお、その専従者の給与は、当該専従者の給与所得として計上するものとする。 

  キ 各世帯員の所得金額に万円未満の端数を生じたときは、その端数は切り捨てる。 

 ク 売上（収入）金額から必要経費を控除した額（所得金額）がマイナスとなる場合は、０円とする。 

 

６ 特別控除額算定上の注意 

所得金額から控除できる特別控除額（１万円未満切上げ。以下同じ。）は、「別表第２ 特別控除額表」

によるが、それぞれ該当する特別の事情を次により認定の上適用する。 

    なお、特別控除の適用については、申請時の状態で行うものとする。 

 ア 「(1)母子、父子世帯」の控除は、世帯の構成が次に該当する場合に適用する。 

  (ｱ) 母又は父と 18 歳未満の子女の世帯 

(ｲ) 母又は父と 18歳未満の子女及び 60歳以上で経済力のない（年間所得金額が 50万円以下のものをいう。）

祖父母の世帯 

  (ｳ) 18 歳未満だけの子女の世帯 

  (ｴ) 祖父母と 18 歳未満の子女の世帯 

  (ｵ) 配偶者のいない兄姉と 18 歳未満の子女の世帯 

  (ｶ) 配偶者のいない兄姉と 18 歳未満の子女及び 60 歳以上で経済力のない祖父母の世帯 

 (注１) 18 歳以上の就学者及び長期療養、心身障害等のため経済力のない者は 18 歳未満の子女として扱う。 

 (注２) 祖父母及び兄姉には、それぞれ一方だけの場合も含む。 

 (注３) 父又は母の行方不明が民生委員等の証明により確認できる場合は、母子・父子世帯として扱うこと 

 ができる。 

 イ 「(2)就学者」の控除は、次のとおりとする。 

(ｱ) 小学校・中学校以外については、設置者（国、公、私立）別、通学形態（自宅・自宅外）別に控除す

るものとする。 

(ｲ) 申請者本人については、別に「別表第２ 特別控除額表」の「区分Ｂ」で控除するのでこの控除は行

わない。 

(ｳ) 大学通信教育部及び大学院の学生は大学学生分として、高等学校通信制の生徒は高等学校生徒分とし

て、控除の対象とすることができる。 

(ｴ) 放送大学に在学する全科履修生は私立大学学生分として、特修生は私立高等学校生徒分として控除の

対象とするが、科目履修生・選科履修生は控除の対象とすることはできない。 

(ｵ) 高等学校・大学・高等専門学校の専攻科生及び別科生については、それぞれ高等学校生徒、大学学生、



高等専門学校学生に相当するものとして、控除の対象とすることができる。 

(ｶ) 専修学校高等課程及び専門課程に在学している生徒は控除の対象となるが、専修学校一般課程に在学

している生徒及び各種学校（予備校等）に在学している者については控除の対象としない。 

 ウ 「(3)障害者」の控除の対象は、次のとおりとする。 

(ｱ) 身体障害者福祉法第 15 条第４項の規定により交付を受けた身体障害者手帳に身体障害があると記載さ

れている者、又はこれに準ずる者 

  (ｲ) 公害疾病の認定を受けた者で、かつ当該公害による身体上の障害がある者 

  (ｳ) 原子爆弾による被爆者で身体の機能に障害のある者 

  (ｴ) 心身喪失の状況にある者、又は知的障害者と判定された者 

  (ｵ) 常に就床を要し、複雑な介護を要する者 

なお、障害者の更生医療費で「エ「（４）長期療養者」」の(ｱ)～(ｶ)に該当する支出については、「長

期療養者」の控除も受けることができる。 

 (注) 障害者控除の対象の認定は、次のとおりとする。 

  a (ｱ)の「準ずる者」の範囲 

   (a) 戦傷病者特別援護法第４条の規定により、戦傷病者手帳の交付を受けている者 

      (b) 身体障害者手帳若しくは戦傷病者手帳の交付を申請中である者 

      (c) 身体障害者手帳若しくは戦傷病者手帳の交付を受けていない者でも、「身体障害者福祉法（別表）」

の範囲の身体上の障害があることが明らかな者 

    ｂ 公害疾病 

「公害健康被害補償法執行令第 10 条及び第 20 条に規定する指定疾病の種類に応じて環境大臣が定め

る基準」に該当する者 

    c 心神喪失又は知的障害者 

    心身喪失の常況にある者については医師等の証明のできる者、知的障害者については児童相談所、知

的障害者更生相談所、精神衛生センター若しくは精神衛生鑑定医の判定により知的障害であることが明

らかな者  

    ｄ 常に就床を要する者 

    介護されなければ自分で排せつできない程度以上の者で６か月程度以上状況が継続している事実が明

らかな者 

 エ 「(4)長期療養者」の控除は、申請時現在において６か月以上にわたる期間療養中の者、又は療養を必要

と認められる者とする。控除額は申請時までの支出金額を基礎として、今後の療養見込期間を考慮し、年

間の療養期間に見合った支出金額を算出する。 

   控除の対象とする費目は次のとおりとする。ただし、健康保険等により医療給付を受ける金額及び損害

賠償等により補てんされる金額を除く。 

   (ｱ) 医師又は歯科医師に対して支払う診療代・治療代 

  (ｲ) 病院、診療所へ入院するために支出する費用（入院患者の食費を除く。） 

   (ｳ) あんま師、はり師、きゅう師、柔道整復師等の治療を受けるために支出する費用 

   (ｴ) 看護人に対して支払う費用（看護人に対する賄い費を含む。） 

  (ｵ) 治療又は療養のために支出する医薬品代 

  (ｶ) 病院、診療所へ通院するために支出する交通費（必要不可欠と認められるものに限る。） 

 オ 「(5)主たる家計支持者が別居している世帯」の控除は、別居のために特別に支出している金額とし、住

居費・光熱水道費・家具・家事用品の実費に限られる。 

  (注１) 別居している主たる家計支持者の収入金額は、世帯に送金してくる金額を計上するのではなく、主

たる家計支持者の収入のすべてをその世帯の収入として計上し、別居のため特別に支出している金額

のみを改めてここで控除する。 

  (注２) 別居している家族への扶養送金は、控除の対象とならない。 

 カ 「(6)火災、風水害又は盗難等の被害を受けた世帯」の控除は、申請の前年から申請時までに、被害を受

けたため将来支出が増大したり、収入が減少したりして長期（２年以上。以下同じ。）にわたり著しく困



窮状態に置かれると認められる場合のみに限る。ただし、被害を受けなかったものと仮定したときの所得

金額が収入基準額を著しく超過している世帯は原則として対象としない。 

   控除額は原則として次のとおりとし、保険・損害賠償等により補てんされた場合は控除から除く。 

  (ｱ) 日常生活を営むために必要な資材に被害を受けた場合は、最低限度の衣料、家具の購入費、修理費等

とする。 

  (ｲ) 生産手段（田・畑・店舗等）に被害を受けた場合は、長期にわたって収入減を予想される年間金額と

する。 

  (注) 単に被害額や復旧費をそのまま控除するのではないことに注意する。 

    なお、所得税の雑損控除を受ける場合は、その額を控除することができる。 

 

７ 収入基準額の適用 

  収入基準額は、「別表第１ 収入基準額表」に掲げる額のうち、世帯人員に対応する額とする。 

  

８ 判断上の注意 

  認定総所得金額の基礎となる所得金額は、証明書等により算定されるが、必ずしも家計の実情や世帯の学

資負担力を正しく反映していない場合があるので注意が必要である。 

  例えば、農業・商工業・自由業等の事業所得にあたっては、その業種、所在地、経営方法等の違いによっ

て大きな差異があり、総所得金額そのものは同額であっても家計の実情は異なり、また、実際の収入と相当

の開きがあると思われる証明書が発行される場合もあるので、認定総所得金額が収入基準額を超えていなく

ても、家計の実情や業種間の均衡等を考慮し、子弟の修学にさしたる困難がないと判断される場合には「経

済的理由により修学が困難な者」とはしない。 

  なお、家計の実情を判断する場合には、次の点に注意が必要である。 

 ア 事業（商業、工業、林業、水産業）所得（収入） 

   これらの業種においては、従業員数、年間売上高等を調査の上判断する。特に建物、設備等、固定資産

に多大の資本を要するものは注意する。 

 イ 農業所得（収入） 

      農家の場合は、その地方の平均収穫量、農産物の種類・価格、経営規模、その他特に農外収入の有無及

び地域性等を考慮して判断する。 

 エ その他の所得 

      その他の所得のうち、例えば、開業医・著述業・弁護士・公認会計士・税理士・外交員等の専門業につ

いては、専門職である公務員（病院医師、裁判官等）の年齢・経験年数・職名・給与等を参考にして判断

する。 

 オ 無職等 

   無職又はそれに近い状態であって、経済的収入が皆無又は収入基準以下であっても、資産の有無、家計

の実情を考慮し、学資負担力があると思われる場合は特に注意する。 

 

９ 世帯人員、所得金額、特別控除額等の審査 

  世帯人員、所得金額、特別控除額等の審査については、本人が提出した申請書、証明書類等により審査し、

その結果、訂正又は補正を要する場合は、朱書記入する。 

  なお、収入についての証明書類には、市区町村長が発行する所得の証明書のほか、次のものがある。 

 ア 源泉徴収票（事業所が発行。年金（恩給）等の場合は日本年金機構が発行。） 

 イ 税務署受付印のある、所得税の確定申告書（控） 

また、生活保護を受けていること、家族構成が通常と異なり特に理由を明らかにする必要があること、特

別控除のうち障害者・長期療養者・災害等についての控除ができることの確認は、福祉事務所、市区町村、

民生委員、病院、診療所、警察署等が発行する書類により行う。 



別表第１ 収入基準額表 

   

１ 高等学校等 

区  分 
収入基準額 

平成 23 年４月１日以降に入学した者 平成 23 年３月 31 日以前に入学した者 

 

世 

帯 

人 

員 

１人 103 万円 143 万円 

２人 165 万円 229 万円 

３人 190 万円 264 万円 

４人 206 万円 286 万円 

５人 221 万円 307 万円 

６人 234 万円 325 万円 

７人 246 万円 341 万円 

 

 

世帯人員が７人を超える場合は、１人

増すごとに 11 万円を、世帯人員７人の

収入基準額に加算する。 

世帯人員が７人を超える場合は、１人

増すごとに 16 万円を、世帯人員７人の

収入基準額に加算する。 

 

 

２ 専修学校等 

区  分 

収入基準額           

平成 23 年４月１日以降に入学した者 平成 23 年３月 31 日以前に入学した者 

専修学校専門課程 

 

専修学校高等課程 

各種学校 

専修学校専門課程 

 

専修学校高等課程 

各種学校 

 

世 

帯 

人 

員 

 

 

１人 139 万円 103 万円 178 万円 143 万円 

２人 198 万円 165 万円 282 万円 229 万円 

３人 212 万円 190 万円 328 万円 264 万円 

４人 229 万円 206 万円 355 万円 286 万円 

５人 239 万円 221 万円 382 万円 307 万円 

６人 250 万円 234 万円 402 万円 325 万円 

７人 262 万円 246 万円 422 万円 341 万円 

 

 

 

 

世帯人員が７人を超える場合は、１人

増すごとに専修学校専門課程において

は 12 万円、専修学校高等課程及び各種

学校においては 11 万円を、世帯人員７

人の収入基準額に加算する。 

世帯人員が７人を超える場合は、１人

増すごとに専修学校専門課程において

は 20 万円、専修学校高等課程及び各種

学校においては 16 万円を、世帯人員７

人の収入基準額に加算する。 

 

 



別表第２ 特別控除額表  

 

 

Ａ 世帯を対象とする控除 

          特別の事情               特   別   控   除   額 

(1) 母子・父子世帯であること     ９９万円 

 

(2) 就学者のいる世帯であること 

 （児童・生徒・学生１人につき） 

 小  学  校 

 

  ３１万円 

 

  中  学  校 

 

   ４６万円 

 

 自宅通学 自宅外通学 

高 等 学 校
 

 

国・公立 ３９万円 ６９万円 

私  立 ８８万円 １１８万円 

 

高等専門学校
 

国・公立 １～３年次 

４・５年次 

３９万円 

４３万円 

６９万円 

７２万円 

私  立 １～３年次 

４・５年次 

８８万円 

８７万円 

１１８万円 

１１６万円 

大    学
 

国・公立 ７４万円 １２１万円 

私  立 １３３万円 １８０万円 

 

専修 

学校 

 

高等課程
 

国・公立 ３９万円 ６９万円 

私  立 ８８万円 １１８万円 

専門課程
 

国・公立 ３６万円 ８１万円 

私    立 １０２万円 １４７万円 

(3) 障害者のいる世帯であること 

 

 障害者１人につき       ９９万円 

 

(4) 長期療養者のいる世帯であること 

 

 療養のため経常的に特別な支出をしている年間金額 

 

(5) 主たる家計支持者が別居してい

る世帯であること 

 

 別居のため特別な支出をしている年間金額。 

 ただし、７１万円を限度とする。 

 

(6) 震災、風水害、火災その他の災

害又は盗難等の被害を受けた世帯であ

ること 

 日常生活を営むために必要な資材又は生活費を得るための基本的な

生産手段（田・畑・店舗等）に被害があって、将来長期にわたって、

支出増又は収入減になると認められる年間金額 

 備考 １ 「(２)就学者のいる世帯であること」による控除には申請者本人は含めない。 

    ２ 該当する特別の事情が２以上ある場合は、これらの特別控除を合わせて控除することができる。 



Ｂ 本人を対象とする控除   

 

 

特 別 の 事 情 

 

特  別  控  除  額  

平成 23 年４月１日 

以降に入学した者 

平成 23 年３月 31 日 

以前に入学した者 

 

(1)出願者が国・公立高等

学校 に在学している

場合 

 

 

（自宅通学）  ３９万円 

（自宅外通学）６９万円 

（自宅通学）  ２８万円 

（自宅外通学）４７万円 

 

(2)出願者が私立高等学

校に在学している場合 

 

 

（自宅通学）  ８８万円 

（自宅外通学）118 万円 

（自宅通学）  ４１万円 

（自宅外通学）６０万円 

 

(3)出願者が国・公立高等

専門 学校に在学して

いる場合 

 

 

１～３年次 

 

（自宅通学）  ３９万円 

（自宅外通学）６９万円 

（自宅通学）  ３６万円 

（自宅外通学）５５万円 

 

４・５年次 

 

（自宅通学）  ４３万円 

（自宅外通学）７２万円 

 

 

 

(4)出願者が私立高等専

門学校に在学している

場合 

 

 

１～３年次 （自宅通学）  ８８万円 

（自宅外通学）118 万円 

（自宅通学）  ６０万円 

（自宅外通学）８０万円 

 

４・５年次 

 

（自宅通学）  ８７万円 

（自宅外通学）116 万円 

 

 

 

(5)出願者が国・公立専修

学校高等課程に在学し

ている場合 

 

 

（自宅通学）  ３９万円 

（自宅外通学）６９万円 

（自宅通学）  １７万円 

（自宅外通学）２７万円 

 

(6)出願者が私立専修学

校高等課程に在学して

いる場合 

 

 

（自宅通学）  ８８万円 

（自宅外通学）118 万円 

（自宅通学）  ３７万円 

（自宅外通学）４６万円 

 

(7)出願者が国・公立専修学

校専門課程に在学してい

る場合 

 

 

（自宅通学）  １９万円 

（自宅外通学）６４万円 

（自宅通学）  ２０万円 

（自宅外通学）６０万円 

 

 

に授業料年

額を加えた

額 

(8)出願者が私立専修学

校専門課程に在学して

いる場合 

 

 

（自宅通学） ４１万円 

（自宅外通学）８６万円 

（自宅通学）  ３７万円 

（自宅外通学）７６万円 

 

 

別表第３ 給与所得の場合における控除額  

           

年  間  収  入  金  額 控    除    額 

 ４００万円以下の場合  年間収入額×０．２＋２１４万円 

 （ただし、収入金額が２６８万円未満の控除額は収入金額と同様とする。） 

 ４００万円を超え７８１万円以下の場合  年間収入額×０．３＋１７４万円 

 ７８１万円を超える場合  ４０８万円 

 


